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　南国市の平成24年度普通会計の決算状況は、歳入
が204億2,225万１千円、歳出が198億899万９千円
で、歳入歳出差引額は６億1,325万２千円となりま
した。翌年度への繰り越し財源２億４万円を除くと
４億1,321万２千円の黒字となります。
　また、歳入の根幹をなす市税総額は２億1,515万
７千円の減となり、地方交付税も１億8,724万２千
円の減、地方交付税を穴埋めする臨時財政対策債も
1,729万３千円の減額となりました。
　地方債借入残高は、平成24年度末で174億9,695

万１千円、対前年度比マイナス２億1,511万３千円、
1.2%の減となり、市債発行の抑制と公的資金補償金
免除繰り上げ償還の効果により着実に減少していま
す。
　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は92.9%と
対前年度比で4.0ポイント上昇し、財政の硬直した状
態が依然として続いています。
　今後も、公債費負担適正化計画などにより、健全
な財政運営確立に向け行財政改革を進めていきます。

　

歳
入
総
額
は
、
204
億
２
千
225
万
１
千
円
で
、
前
年
度

決
算
額
に
比
べ
て
３
千
884
万
5
千
円
（
0.2
％
）
の
減
額

と
な
り
ま
し
た
。

　

市
税
で
は
、
市
民
税
５
千
259
万
円
お
よ
び
市
た
ば
こ

税
１
千
516
万
７
千
円
の
増
、
固
定
資
産
税
２
億
８
千
459

万
７
千
円
の
減
と
な
り
、
税
収
全
体
で
は
対
前
年
度
比

２
億
１
千
515
万
７
千
円（
3.5
％
）の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
対
前
年
度
比
１
億
８
千
724
万
２
千

円
（
3.9
％
）
の
減
額
、
地
方
特
例
交
付
金
は
３
千
629
万

８
千
円
（
68.6
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
児
童
手
当
負
担
金
４
億
４
千
421
万

２
千
円
、
障
害
者
自
立
支
援
給
付
費
負
担
金
８
千
994
万

４
千
円
な
ど
が
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
子
ど
も
手
当
負

担
金
５
億
６
千
703
万
５
千
円
、
き
め
細
か
な
交
付
金
６

千
857
万
９
千
円
、
安
全
安
心
な
学
校
づ
く
り
交
付
金
２

千
311
万
円
の
減
な
ど
に
よ
り
、
全
体
で
は
対
前
年
度
比

７
千
319
万
１
千
円
（
2.0
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

県
支
出
金
は
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

促
進
事
業
費
補
助
金
１
億
２
千
127
万
９
千
円
、
津
波
避

難
対
策
推
進
事
業
費
補
助
金
３
千
960
万
１
千
円
、
介
護

保
険
施
設
等
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
等
整
備
事
業
費
補
助
金

３
千
379
万
８
千
円
の
減
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比
１

億
２
千
40
万
６
千
円
（
7.0
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
債
は
、
消
防
救
急
デ
ジ
タ
ル
無
線
設
備
整
備
事

業
債
２
億
370
万
円
、
津
波
避
難
施
設
整
備
事
業
債
１
億

７
千
210
万
円
、
防
災
行
政
無
線
整
備
事
業
債
１
億
４
千

680
万
円
の
増
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比
７
億
２
千
600

万
７
千
円
（
53.7
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
総
額
は
、
198
億
899
万
９
千
円
で
、
前
年
度
決

算
額
に
比
べ
て
１
億
１
千
313
万
６
千
円
（
0.6
％
）
の

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

性
質
別
歳
出
の
状
況
は
、
義
務
的
経
費
の
う
ち
、

人
件
費
は
、
６
千
577
万
８
千
円
（
1.8
％
）
の
減
額
と

な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
は
保
育
所
職
員
人
件
費
、
議

員
共
済
費
の
減
が
そ
の
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

扶
助
費
は
、
１
億
９
千
548
万
４
千
円
（
4.0
％
）
の

増
額
と
な
っ
て
お
り
、
児
童
手
当
費
、
障
害
者
自
立

支
援
事
業
費
の
増
が
そ
の
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

公
債
費
は
、
定
時
償
還
額
の
減
な
ど
に
よ
り
７
千

164
万
円
（
2.7
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
は
、
防
災
行
政
無
線
整
備
工
事
な
ど

に
伴
う
防
災
費
や
消
防
救
急
デ
ジ
タ
ル
無
線
整
備
に

伴
う
消
防
施
設
費
の
増
に
よ
り
３
億
94
万
７
千
円
（
12.1

％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

物
件
費
は
、
電
子
自
治
体
推
進
事
業
費
な
ど
の
減

に
よ
り
２
億
６
千
357
万
９
千
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

積
立
金
は
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金
、
庁
舎
建
設
・

整
備
基
金
積
立
金
の
減
な
ど
に
よ
り
１
億
２
千
399
万

７
千
円
（
46.3
％
）
の
減
額
、
貸
付
金
は
、
西
島
園
芸

団
地
運
営
資
金
貸
付
金
の
増
な
ど
に
よ
り
２
千
599
万

円
（
56.6
％
）
の
増
額
、
繰
出
金
で
は
、
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
特
別
会
計
繰
出
金
の
増
な
ど
に
よ
り
984
万

９
千
円
（
0.5
％
）
の
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

4億1,321万2千円の黒字　借金である地方債借入残高は着実に減少
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皆さんが納めた税金や国・県からの支出金、地方交付税は、どのように使
われたのでしょう？昨年度の南国市の収入と支出についてお知らせします。

用
語
解
説

市 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

皆さんが納めた税金

財政収入を一定の基準に保つため
に国から交付される財政援助資金

国が使い道を決めて渡すお金

県が使い道を決めて渡すお金

財政上の必要に応じて借り入れる
お金

保育所や老人ホーム入所者の負担
金、証明手数料、公共施設利用料
などのお金

民 生 費

公 債 費

総 務 費

土 木 費

消 防 費

衛 生 費

教 育 費

農林水産業費

議 会 費

労 働 費

商 工 費

災 害 復 旧 費

82億8,380万4千円（41.8%）

25億8,564万4千円（13.1%）

19億4,253万4千円（9.8%）

17億　651万2千円（8.6%）

 15億3,322万1千円（7.7%）

13億1,616万円（6.6%）

10億8,650万5千円（5.5%）

7億7,015万7千円（3.9%）

　2億2,894万8千円（1.2%）

　1億8,070万6千円（0.9%）

　1億6,928万5千円（0.9%）

　552万3千円（0.0%）

保育所や高齢者の施設運営、
生活保護などにかかる費用

住民票・戸籍管理、市税の課税・
徴収、市庁舎の維持管理などに
かかる費用

必要上借り入れた借金の返済に
かかる費用

道路の整備や公園の建設、市街
地の開発などにかかる費用

消防署の消火・救急活動や防災・
災害対策にかかる費用

ごみの収集や健康診断などに
かかる費用

小中学校の環境整備、図書館や
公民館の運営などにかかる費用

農道・水路の修繕や改良、農林
水産業の振興にかかる費用

議員報酬や議会運営にかかる
費用

災害復旧にかかる費用

歳入の内訳 204億2,225万1千円

目的別歳出の内訳 　198億899万9千円
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歳 出

雇用の確保や労働金庫などへ
の制度融資にかかる費用

商工業の振興にかかる費用

南 国 市 の 家 計 簿南 国 市 の 家 計 簿

◦普通会計とは？
　一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・
土地取得事業特別会計の合計額から、繰り入れや
繰り出しなど、会計間の重複額を控除した統計上
の会計区分です。

◦経常収支比率とは？
　地方税などの経常一般財源収入のうち、人件費や
公債費などの経常支出にどれだけ充当されたかを示
すもの。市では75％程度が妥当とされ、値が低いほ
ど、独自の政策にお金を支出することができます。

46億3,938万4千円（22.7%）

35億5,599万7千円（17.4%）

16億671万4千円（7.9%）

20億7,745万9千円（10.2%）

25億8,428万7千円（12.6%）

59億5,841万円（29.2%）

平 成 24 年 度 の
決 算 報 告


